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2.災害廃棄物処理セミナー（四国ブロック）の開催概要 

(1)開催概要 

日時：平成30年１月22日（月） 13：00～16:30 

場所：高知城ホール 大会議室 

(2)プログラム 
◇主催者あいさつ 
 環境省中国四国地方環境事務所 高松事務所長  宇賀神 知則 
 
◇講演 １ 
東日本大震災の経験と備え 
 宮城県 環境生活部循環型社会推進課施設班 技術補佐 山木紀彦 氏 
 
◇講演 ２ 
東日本大震災における災害廃棄物処理～八戸市の事例～」 
 八戸市 環境部環境政策課 次長兼課長 大久保邦男 氏 
 
◇講演 ３ 
東日本大震災における宮城県石巻ブロックでの災害廃棄物処理」 
 鹿島建設株式会社 環境本部 環境リノベーショングループ 青山和史 氏 
 

各講演の配布資料は，資料編を参照のこと。 

(3)参加者 

四国ブロック内の自治体，関連団体から計58名の参加があった。 
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